
令和 6年12月31日現在

区　　　　分 金　　　　額 区　　　　分 金　　　　額

円 円

【 流　動　資　産 】 【 31,820,126,367 】 【 流　動　負　債 】 【 2,999,835,387 】

現 金 預 金 4,698,064 買 掛 金 1,508,471,707

売 掛 金 1,817,616,588 未 払 金 714,321,142

製 品 1,550,302,663 未 払 法 人 税 等 20,264,393

原 材 料 967,994,708 未 払 消 費 税 等 148,737,391

仕 掛 品 29,885,990 未 払 費 用 492,866,198

貯 蔵 品 509,426,682 賞 与 引 当 金 113,612,682

前 渡 金 79,747,795 短期リース債務 1,561,874

未 収 入 金 1,013,990 【 固　定　負　債 】 【 522,389,931 】

短 期 貸 付 金 240,000 長期リース債務 4,104,969

前 払 費 用 67,421,363 退職給付引当金 508,759,959

短 期 預 け 金 26,787,659,910 役員退職慰労引当金 9,525,003

その他流動資産 4,118,614 負　債　合　計 3,522,225,318

【 固 定 資 産 】 【 8,680,943,360 】

（ 有形固定資産 ） （ 8,060,080,799 ）

建物・建物附付属設備 3,431,464,624

構 築 物 89,872,219

機 械 装 置 3,367,350,918

車 輌 運 搬 具 63,961,435

工 具 器 具 備 品 154,100,659

土 地 583,240,736 【 株　主　資　本 】 【 36,747,381,715 】

建 設 仮 勘 定 370,090,208 〔 資 本 金 〕 〔 461,000,000 〕

( 無形固定資産 ) （ 33,764,162 ） 〔 資 本 剰 余 金 〕 〔 460,394,000 〕

　（ 無形固定資産 ）ソ フ ト ウ ェ ア 31,940,101 資 本 準 備 金 460,394,000

施 設 利 用 権 1,824,061 〔 利 益 剰 余 金 〕 〔 35,825,987,715 〕

（ 投 資 等 ） （ 587,098,399 ） 利 益 準 備 金 248,000,000

　（ 投　 資 　等 ）投 資 有 価 証 券 348,454,749 圧縮記帳積立金 163,189,622

出 資 金 3,000,000 別 途 積 立 金 32,765,220,750

長 期 貸 付 金 10,883,681 繰越利益剰余金 2,649,577,343

前 払 年 金 費 用 216,745,186 （ △ 70,577,791 ）

敷金及び保証金 5,464,670 【評価・換算差額等】 【 231,462,694 】

繰 延 税 金 資 産 10,273,794 その他有価証券評価差額金 231,462,694

貸 倒 引 当 金 △ 7,723,681 純 資 産 合 計 36,978,844,409

資 産 合 計 40,501,069,727 40,501,069,727負債・純資産合計

貸 　借 　対 　照 　表

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

純　　　資　　　産　　　の　　　部

（うち当期純損失）



【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．資産の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価方法

その他の有価証券

　　時価のあるもの …決算日の市場価格等に基づく時価法

　　時価のないもの …移動平均法による原価法

　棚卸資産の評価方法 …移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

　く簿価切下げの方法により算定）

　有形固定資産 定率法

　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物ならびに平成28年4月

1日以降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法を採

用しております。

　無形固定資産 定額法

（上記に含まれるリース資産は、リース期間定額法を適用）

２．引当金の計上方法

　賞与引当金 　役員ならびに従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額を計上

しております。

　退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額

を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給

付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

　また、数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定期間数（10年）による定額法により翌事業年度

から費用処理しております。

　役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

　貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案して計上しております。

３．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。

４．収益及び費用の計上基準

　商品または製品の販売に係る収益は、主に製造による販売であり、顧客との販売契約に基

づいて商品または製品を引き渡す履行義務を負っております。

国内取引において、当該履行義務は、商品又は製品を引き渡すまでの期間が、通常の期間で

あることから、出荷時点で収益を認識しております。

海外との取引においては、貿易条件に基づき危険負担が顧客に移転した時点で収益を認識し

ております。

５．消費税等の会計処理方法 税抜方式


